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和泉教指第１７８２号 

平成２８年９月７日 

 

和泉市個人情報保護審査会 

会長 松田 聰子 様 

 

和泉市教育委員会教育長 藤原 明   

 

 

学校・警察相互連絡制度による個人情報の収集及び提供について（諮問） 

 

 

学校・警察相互連絡制度協定書締結（以下「本制度」という。）に伴う個人情報の

収集及び外部提供について、和泉市個人情報保護条例（以下「条例」という。）第８

条第３項第６号及び第９条第１項第６号の規定に基づき、下記のとおり諮問します。 

 

記 

 

１ 諮問理由 

  現在、青少年の非行やいじめ等問題行動の多様化、深刻化にともない、犯罪被害

に巻き込まれる事象が増加している状況となっています。 

  児童・生徒の健全育成のためには非行やいじめ等問題行動、犯罪被害防止及び安

全確保の観点から学校と警察がそれぞれの役割を果たしつつ、その役割を相互に理

解し、緊密な連携の下に効果的な対応を図ることが必要です。 

  そこで、和泉市教育委員会及び大阪府警察本部が協定書を結び、非行やいじめ等

問題行動、犯罪被害の防止及び安全確保に関し、必要な情報の連絡を相互に取り合

う連携を行うことにより、青少年の健全育成を図ろうとするものです。 

  本制度において、児童・生徒の個人情報を収集・外部提供することがあるため、

条例第８条第３項第６号及び第９条第１項第６号の規定に基づき、児童・生徒の個

人情報を収集し、及び外部提供することについて、諮問します。 

 

２ 連携を行う関係機関 

 ① 和泉市教育委員会並びに和泉市立小学校・中学校及び義務教育学校（以下「学

校等」という。） 

 ② 大阪府警察本部及び大阪府内の警察署（以下「警察署等」という。） 
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３ 連絡対象事案 

（１）学校等から警察署等への連絡対象事案 

  児童・生徒の非行やいじめ等問題行動、犯罪被害の未然防止及び安全確保に関す

るもののうち、校長が警察署長との連携を特に必要と認める事案 

（２）警察署等から学校等への連絡対象事案 

  逮捕事案、ぐ犯その他の非行事案等及び児童・生徒の被害に係る事案で、警察署

長が校長との連携を特に必要と認める事案 

 

４ 連絡事項（利用する個人情報の内容） 

  連絡対象事案に関係する児童・生徒の健全育成に資するため、校長又は警察署長

が連絡を必要と認める児童・生徒の次の個人情報を利用します。 

個人情報の内容 必要な理由 

①「学校名」 

当該児童・生徒の特定のため必要 
②「氏名」 

③「生年月日」 

④「住所」 

⑤「事案の概要」 相互連携して当該児童への適切な指導を図るため必要 

 

５ 利用の必要性（公益上の必要、相当な理由） 

  児童・生徒の健全育成を図る上で、非行やいじめ等問題行動、犯罪被害防止及び

安全確保のための適切な指導・支援を行うためには対象となる児童・生徒の情報を

適確に共有することが必要であり、当該児童・生徒の特定に必要な個人情報の連携

は不可欠である。 

 

６ 連絡方法 

  連絡対象事案を取り扱った校長若しくは警察署長又は校長若しくは警察署長が

指定した者が、電話又は面接による口頭連絡により行う。 

 

７ 個人情報の保護措置 

 ① 関係機関は、相互に提供された情報について、本協定の趣旨を逸脱した取扱い

を禁止し、管理を適切に行います。（情報の管理については、口頭連絡による情

報を紙媒体にのみ記録し、鍵のかかるロッカーにて保管し適正に対応します。） 

 ② 本制度をもって、警察等から児童・生徒の個人情報提供の要請を行うことはあ

りません。（警察等の捜査のため、学校に対して児童・生徒の個人情報を求める

場合は、法令に基づき行われます。） 

 ③ 連絡対象事案に関係した児童・生徒への対応に当たっては、本制度の趣旨を踏

まえ、相互連絡の内容のみによって児童・生徒に不利益を与えることはありませ

ん。 



児童・生徒の健全育成に関する学校・警察相互連絡制度の協定書（案） 

 

和泉市教育委員会（ 以下「甲」という。） 及び大阪府警察本部（ 以下「乙」という。）

は、青少年の非行やいじめ等問題行動の多様化、深刻化及び犯罪被害の現状を踏まえ、児

童・生徒の非行及び犯罪被害の防止を図り、健全育成対策を効果的に推進するため、相互

の連携に関し次のとおり協定する。 

 

（目 的） 

第１条 この協定は、児童・生徒の健全育成のため、非行やいじめ等問題行動、犯罪被

害防止及び安全確保について学校と警察がそれぞれの役割を果たしつつ、その役割を

相互に理解し、緊密な連携の下に効果的な対応を図ることを目的とする。 

 

（名 称） 

第２条 この協定に基づく制度の名称を「児童・生徒の健全育成に関する学校・警察相

互連絡制度」と称する。 

 

（関係機関） 

第３条 この協定において連携を行う関係機関は、次に掲げるものとする。 

（１）甲及び和泉市立小・中学校及び義務教育学校（以下「学校等」という。） 

（２）乙及び大阪府内の警察署（以下「警察署等」という。） 

 

（連携の内容） 

第４条 関係機関は、非行やいじめ等問題行動、犯罪被害の防止及び安全確保に関し、

必要な情報の連絡を行うものとする。 

２ 関係機関は、非行やいじめ等問題行動、犯罪被害の防止及び安全確保に関し、必要

に応じて協議を行い、具体的な対策を講ずるものとする。 

 

（連絡対象事案） 

第５条 この協定に係る相互連絡の対象事案（以下「連絡対象事案」という。）は、次の

事案とする。 

（１）学校等から警察署等への連絡対象事案 

児童・生徒の非行やいじめ等問題行動、犯罪被害の未然防止及び安全確保に関す

るもののうち、校長が警察署長との連携を特に必要と認める事案 

（２）警察署等から学校等への連絡対象事案 

逮捕事案、ぐ犯その他の非行事案等及び児童・生徒の被害に係る事案で、警察署

長が校長との連携を特に必要と認める事案 

（連絡事項） 

第６条 この協定に係る相互連絡の範囲は、連絡対象事案に関係する児童・生徒の健全

育成に資するため、校長又は警察署長が連絡を必要と認める事項とする。 
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（連絡の方法） 

第７条 この協定に係る相互連絡の方法は、連絡対象事案を取り扱った校長若しくは警

察署長又は校長若しくは警察署長が指定した者が、電話又は面接による口頭連絡によ

り、速やかに行うものとする。 

 

（適正な情報管理） 

第８条 関係機関は、相互に提供された情報について、本協定の趣旨を逸脱した取扱い 

は厳にこれを禁じ、管理を適正に行うものとする。 

 

（不利益対応の防止） 

第９条 連絡対象事案に関係した児童・生徒への対応に当たっては、本制度の趣旨 

を踏まえ、相互連絡の内容のみによって児童・生徒に不利益を与えないものとする。 

 

（協 議） 

第１０条 本協定を円滑に実施するため、第３条に定める関係機関は、必要に応じて協

議を行うことができるものとする。 

 

（経費の負担） 

第１１条 本協定の実施にかかる費用は、関係機関がそれぞれ負担するものとする。 

 

（施行年月日） 

第１２条 本協定に基づく「児童・生徒の健全育成に関する学校・警察相互連絡制度」

は、平成○○年○月○日から施行する。 

 

（検 討） 

第１３条 本協定について必要があると認めるときは、甲、乙は相互に検討を加え、そ

の結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙が記名押印の上、各自その 

１通を保有する。 

 

平成○○年○月○日 

 

甲 和泉市教育委員会 

教 育 長   藤原 明 

 

乙 大阪府警察本部 

    〇 〇 〇   〇〇 〇〇 



学校・警察相互連絡制度 

「学校・警察相互連絡制度の協定書」締結について 

【目的】 

児童・生徒の健全育成のため、非行やいじめ等問題行動、犯罪被害防止及び安全確保について、学校

と警察がそれぞれの役割を果たし、緊密な連携の下に効果的な対応が求められています。これらの現状

を踏まえ、和泉市立小中学校及び義務教育学校と和泉警察署の間で、児童・生徒の逮捕や非行、犯罪被

害等の未然防止及び安全確保に関するもののうち、警察署長と校長との連携を特に必要と認める事案に

ついて相互に連絡を行うにあたり、協定を締結するものである。 

 

                 

 

   ・事後の適切な指導          ・連携の強化        ・速やかな事件捜査、事案調査  

【経緯】 

○学校と警察との連携の強化による非行防止対策の推進について 

（平成14年5月27日付 文部科学省初等中等教育局児童生徒課長通知） 

・学校と警察等の関係機関との間で情報連携だけでなく、行動連携が必要。 

○大阪府教育委員会と大阪府警察本部との間で「学校・警察相互連絡制度」を締結 

（平成20年3月31日付 大阪府立学校を対象に同年5月1日より運用開始） 

※平成25年４月1日現在、全都道府県おいて都道府県警察本部と都道府県教育委員会との間で構築。 

○「いじめ防止対策推進法」（平成２５年９月2８日施行） 

・いじめの防止等のための基本方針の中にも警察との連携強化が示される 

○大阪府内市町村教育委員会と大阪府警察本部との間で「学校・警察相互連絡制度」順次締結 

※平成２８年７月現在、大阪府内２５市町村で協定締結、運用開始（別紙参照） 

○川崎市における中学1年生殺人事件に係るタスクフォース（平成2７年3月） 

（文部科学省初等中等教育局児童生徒課長通知）「学校と警察の連携に係る緊急調査」実施。 

未然防止を図るための対応方策の一つに連絡制度協定締結が盛り込まれる。 

 

【参考資料】 

○和泉市の取組み・状況 

・和泉市のいじめ認知件数            ・和泉市の暴力行為件数 

 H24 H25 H26 H27 

小学校 47 62 77 142 

中学校 38 66 82 65 

・生徒指導支援員等支援人材の活用（H27～） 

・スクールカウンセラー（ＳＣ）の市費配置の拡充（中学校は、府費で全校配置） 

（小学校 21 校中 Ｈ24／８校 → Ｈ28／14 校） 

・スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）の拡充（Ｈ２８年度 ３名） 

（Ｈ24／１名・420 時間 → Ｈ28／３名・1200 時間） 

・いじめ対応リーフレット「許さないぞ！いじめ」発行（平成 25 年３月） 

・いじめの対応についての教職員向け通信発行（平成 28 年７月） 

・教育相談の充実…市教育センターにおける電話相談、来所相談体制、府・市等の相談窓口の周知 

 H24 H25 H26 H27 

小学校 13 22 24 45 

中学校 114 140 140 86 

警
察
 

いじめ・問題行動・犯罪被害等の相談 

逮捕・非行・被害事案の情報提供 

学
校
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平成２８年 ７ 月
少年課少年育成室児童・生徒の健全育成に関する「学校・警察相互連絡制度」の拡充について

協定締結のメリット
① 児童・生徒に係る情報交換の根拠ができる

現在は、学警連絡会や訪問等の機会に、非行事案や犯罪被害未然防止等連携が必要と認められる事案について、
相互に連絡等を取り合っているものの、協定が締結されれば、児童・生徒に係る対象事案については、本協定を根拠
に児童・生徒の個人情報も含めて必要な情報を相互に連絡し合うことができる。

② 適切な指導が可能となる
現在は、生徒の逮捕事案、ぐ犯その他の非行事案及び児童・生徒の被害に係る事案に関する情報が学校現場に届

いておらず、事後の適切な指導ができていない現状である。
特に、管轄する警察署以外の場所で、児童・生徒の非行事案が起こった場合は、学校に情報が入らず、当該児童・生

徒に対する学校内での事後指導ができない状況である。
本制度を締結すれば、管轄警察署以外の場所での逮捕事案や非行事案についても、取り扱い警察署から管轄警察

署に情報が入り、学校へ連絡をすることができるため、適切な事後指導が可能となる。
③ 警察署（少年係）への相談がしやすくなる

相互連絡制度が締結されれば、いじめ相談をはじめ、幅広い相談を学校が警察署に行うようになることから、速やか
な事件捜査・事案調査へと結びつくものと思料される。

また、警察署から学校に対しても、これまで以上に学校に対して、必要な情報を連絡することになるので、更なる連携
強化が期待できる。

児童・生徒の非行問題等に関して、学校と警察の相互連絡について明確に示した本制度の協定締結により、
以下のメリットが期待できる。

「学校・警察相互連絡制度」の協定締結による相互連携の強化促進
児童・生徒のいじめや問題行動への対応に関する指針

（大阪府及び大阪市教育委員会策定・平成25年９月）

いじめ防止対策推進法（平成25年９月施行）

大阪府の少年非行の特徴

○ 少年非行の低年齢化

触法少年の補導人員が多い（26年まで33年連続全国最多）。

刑法犯罪で検挙補導される人員に占める触法少年の割合

も上昇傾向にある。

○ 全国平均と比べて再犯者率、共犯率が高い

背景

問題が深刻化することを防ぐため

に、警察との連携が明示された。

○ より早期での規範意識の醸成

○ 検挙・補導後の適切な指導

学校及び警察等関係機関の

連携による適切な指導が必要。

警察本部と各市町村教育委員会との間で協定を締結する。

対象

「学校・警察相互連絡制度」の協定締結・運用開始までの流れ（例）

個人情報保護条例に基づいた審査会等の検討

○ 「情報の収集」、「情報の提供」等について条文を確認

○ 法務担当部署に審査会等開催の必要・不要について相談 等

審査会等開催に向けた準備

○ 審査会等の情報収集

○ 説明資料等の作成 等

審査会等の開催
決裁者について法務

担当に確認

○ 教育長

○ 首長 等

付帯条件に対する回答

協定締結に向けた少年課との日程調整

協定の締結（教育長と府警本部少年課長）

運用開始に向けた準備（学校、警察への周知等、概ね１ヶ月）

運用開始

必要

不要

付帯決議

許可

決裁

許可

「学校・警察相互連絡制度」問い合わせ

大阪府警察本部生活安全部少年課 少年育成室

０６－６９４３－１２３４

内線 ３０７７０、３０７９６、３０７７３

「学校・警察相互連絡制度」の協定締結状況 ※平成28年７月現在

府内各警察署と相互連絡を実施

※ 緊急の場合を除き、管轄の

警察署から連絡が行われる。

川崎市における中学１年生殺人事件に係るタスクフォース

（平成27年３月）

同種事案の未然防止を図るための

対応方策の一つに連絡制度協定締

結が盛り込まれた。

◇　相互に提供された情報について、本協定の趣旨を逸脱した取扱いは厳にこれを禁じ、管理を適正に行う。
◇　連絡対象事案に関係した児童・生徒への対応に当たっては、本制度の趣旨を踏まえ、相互連絡
  の内容のみによって児童・生徒に不利益を与えないものとする。

　管轄の警察署と市町村立小学校、中学校（一部市立高等学校及び市立特別支援学校）

　逮捕事案、ぐ犯その他の非行事案等及び児童・生徒の被害に係る事案で、警察署長が校長との
連携を特に必要と認める事案

　児童・生徒の非行、犯罪被害の未然防止及び安全確保に関するもののうち、校長が警察署長と
の連携を特に必要と認める事案

　相互連絡の範囲は、連絡対象事案に関係する児童・生徒の健全育成に資するため、校長又は警察署長
が連絡を必要と認める事項とする。

　相互連絡の方法は、連絡対象事案を取り扱った校長若しくは警察署長又は校長若しくは警察署長が指定
した者が、電話又は面接による口頭連絡により速やかに行う。

～　各市町村教育委員会と大阪府警察本部との協定（イメージ）　～

　児童・生徒の健全育成のため、非行やいじめ等問題行動、犯罪被害防止及び安全確保について、学校と
警察がそれぞれの役割を果たしつつ、その役割を相互に理解し、緊密な連携の下に効果的な対応を図るこ
とを目的とする。

目的

連携を行う関係機関

連絡対象事案

警察から学校へ

学校から警察へ

連絡事項

連絡の方法

留意事項

市町村 締結年月 運用開始

1 泉大津市 Ｈ２６．５ Ｈ２６．７

2 河内長野市 Ｈ２６．７ Ｈ２６．９

3 枚方市 Ｈ２６．９ Ｈ２６．１０

4 泉佐野市 Ｈ２６．１１ Ｈ２７．４

5 富田林市 Ｈ２７．１ Ｈ２７．２

6 太子町 Ｈ２７．１ Ｈ２７．２

7 交野市 Ｈ２７．２ Ｈ２７．４

8 熊取町 Ｈ２７．３ Ｈ２７．５

9 藤井寺市 Ｈ２７．３ Ｈ２７．５

10 東大阪市 Ｈ２７．５ Ｈ２７．６

11 貝塚市 Ｈ２７．５ Ｈ２７．６

12 松原市 Ｈ２７．５ Ｈ２７．７

13 羽曳野市 Ｈ２７．５ Ｈ２７．７

14 大阪狭山市 Ｈ２７．９ Ｈ２７．１０

15 柏原市 Ｈ２８．２ Ｈ２８．４

16 千早赤阪村 Ｈ２８．２ Ｈ２８．４

17 阪南市 Ｈ２８．２ Ｈ２８．５

18 岬町 Ｈ２８．３ Ｈ２８．４

19 田尻町 Ｈ２８．３ Ｈ２８．４

20 守口市 Ｈ２８．３ Ｈ２８．４

21 岸和田市 Ｈ２８．４ Ｈ２８．６

22 茨木市 Ｈ２８．５ Ｈ２８．６

23 河南町 Ｈ２８．５ Ｈ２８．６

24 寝屋川市 Ｈ２８．６ Ｈ２８．７

25 高槻市 Ｈ２８．６ Ｈ２８．７

※　大阪府教育委員会とは平成20年5月から制度

　の運用を 開始している。　

協定を締結した教育委員会

協定締結数 ２５市町村
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